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I. はじめに 

我が国は, 類まれな高齢化に対し, 高齢者を「支えられる存在」から「支える存在」

へ転換することで向き合おうとしている. この方策の実現には, 元気高齢者の生活機

能の維持が重要な課題である. 多くの先行研究では, 高齢者が生活機能を維持するた

めには, 積極的な社会参加活動が効果的であることが示されている. 就業も高齢期の

社会参加活動の中に含まれ, 先行研究により諸効果が確認されている. 高齢期の就業

の中でも, シルバー人材センターでの就業は, 諸外国からも注目されている. シルバー

人材センターにおける就業の健康への効果についても, 先行研究によって示されてい

る. しかし, 先行研究では分析対象の健康水準が不明確であったり, 就業の量との関係

に言及できていないものが多い. そこで, 本研究では, 日常生活機能がほぼ自立してい

る高齢者に焦点を当て, シルバー人材センターでの就業が高齢者の高次生活機能に与

える影響を, その就業量も考慮して明らかにする. 

 

II. 方法 

1. 研究に利用したデータベース 

 本研究では、東京都 A 市のシルバー人材センターと公益財団法人ダイヤ高齢社会研

究財団が実施している会員向け『健康・生活アンケート』の 2010年のベースライン調

査, 2012 年のフォローアップ調査の 2 時点のデータベースを用いた. データベースは, 

「会員情報データ」「就業実績データ」「『健康生活アンケート』結果データ」を個人単

位で接合したものである.  

 

2. 測定尺度 

ベースライン調査とフォローアップ調査の老研式活動能力指標得点の「維持改善」

「悪化」を目的変数に設定した. また, 先行研究に準じ, 老研式活動能力指標得がベー

スライン調査時から 2点以上下がった場合を「悪化」, それ以外を「維持改善」と定義

した. 説明変数には, 就業量を示す変数として, 2 年間の合計配分金額の平均月額を用

いた. 就業量の有無と老研式活動能力指標得点の変動に関する分析では, 調整変数と

してベースライン時の年齢を, 就業量と健康度に関する分析では, ベースライン時の

年齢と性別を調整変数として用いた.  

 

3. 分析対象者 

本研究では, ベースライン調査に回答した 2,440 人のうち, 同調査時の老研式活動

能力指標に欠損データがあった 87 人を対象者から除外した. 次に, ベースライン調査

時における老研式活動能力指標の総得点が 10点未満であった 116人を除外した. この

対象者のうち, フォローアップ調査時の老研式活動能力指標に欠損データがなかった

1,487人を分析対象者とした. このうち, 2010年 1月から 2011年 12月までに就業実績

があった会員 1,247 人を対象に, 就業量と老研式活動能力指標得点の変動との関連に

ついて分析を行った 
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4. 統計解析 

本研究では, 以下 3 つの解析をおこなった. 第一に, 対象者全体のベースライン調査

時とフォローアップ調査時の老研式活動能力指標の得点変化について, 対応のある t検

定を用いて分析した. 有意水準は 5%とした. 第二に, 就業の有無と老研式活動能力得

点の変動との関連に関しては, 二項ロジステック回帰分析をおこなった. 老研式活動

能力指標得点の「維持改善」「悪化」を目的変数, 年齢を調整変数, 就業の有無を説明

変数とした. また, 調整変数, 説明変数はすべてカテゴリ変数とした. 第三に, 就業量

と老研式活動能力得点の変動との関連に関しては, 二項ロジステック回帰分析をおこ

なった. 老研式活動能力指標得点の「維持改善」「悪化」を目的変数, 年齢, 性別を調整

変数, 就業量を説明変数とした. また, 調整変数, 説明変数はすべてカテゴリ変数とし

た. すべての集計, 解析は SPSS 21.0(IBM)を使用した. 

 

5. 倫理的配慮 

公益財団法人ダイヤ高齢社会研究財団から提供されたデータベースは, 東京都 A 市

シルバー人材センターとの共同研究協定に基づき作成され, 個人情報はすべて除外さ

れている. また, 著者のデータベース利用に際しては, データの取り扱い, 目的外利用

の禁止等を定めた文書を締結し, その遵守をもって本論文の執筆が許可されている. 

 

III. 結果 

分析対象者全体における老研式活動能力指標の総得点の平均得点は, ベースライン

調査時 12.4(標準偏差±0.9)点からフォローアップ調査時 12.3(標準偏差±1.3)点と有意

に低下していた(対応のある t検定: p=0.001). 次に, 就業の有無による老研式活動能力

指標の総得点の 2 点以上の低下との関連を二項ロジスティック回帰分析によって検討

した. その結果, 非就業群を基準とした場合の就業群における研式活動能力指標の悪

化リスクはオッズ比 0.60( 95%信頼区間:0.355-0.980, p<0.05)と有意にリスクが低下し

ていた. 就業量との関連についても二項ロジスティック回帰分析を用いて分析を行っ

た. その結果, 就業量(中)(就業量(少)=1)[オッズ比:0.40, 95%信頼区間:0.188-0.847, 

p<0.05]が有意な寄与を示した. 就業量(多)(就業量(少)=1)は有意な寄与は示されなかっ

た.  

 

IV. 考察 

 これまでのシルバー人材センターに関する先行研究では, 就業による効果と健康

維持効果について見解が一致していない. しかし, これらの先行研究では, 用いられて

いる健康指標が異なり, 対象者も統一されていない. 本研究では, 高生活機能がほぼ自

立した会員に限定し, 会員の基本属性を調整した解析によって, 就業が高次の生活機能

の悪化リスクを低減することを明らかにした点は一定の意義があると考えられる. しか

し, 本研究では, 老研式活動能力指標における得点の変動で, 改善に該当した会員につ

いて分析は行っていない. また, 配分金額を就業量とし, 老研式活動能力指標得点の変

動と就業量の関連について検討したが, 仕事の内容からの検討は行っていない. 仕事の

内容は, 地域によって異なるため, 都市規模の異なる地域を加えた上で, 就業量だけで

なく, どのような仕事内容が最も効用があるのかをさらに深める必要があるだろう. 
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